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１．はじめに 

少子高齢化の進展等我が国の社会構造が変化していく中、特に過疎地域では、積

載率の低い非効率な輸配送や食料品等の日常の買い物が困難な状況に置かれてい

るいわゆる「買い物弱者」等の課題の解決だけでなく、住民等に対するサービス水

準を向上させうる新たな物流手段としてドローン【資料１－１】が期待されている。 

ドローンの物流への導入に向けた取組は近年活発化しており、政府は「小型無人

機について、本年度からの山間部等での荷物配送等の本格展開」（「未来投資戦略

2018」（平成 30年６月 15日閣議決定）P25）等、具体的な目標を掲げ、産官学と連

携して取組を進めてきたところである。 

「過疎地域等におけるドローン物流ビジネスモデル検討会」1（以下、本検討会と

いう）は、2019 年度に数件程度のドローン物流の商業サービス実現に目処を付ける

ため、過疎地域等におけるドローン物流について基本的な考え方を整理することに

よるビジネスモデル構築と特に初期段階での事業展開を後押しする適切な支援方

策の具体化を行うため、産官学からの出席を得て 2019 年３月に設置された。 

今般、国土交通省が 2018 年度に全国５地域を選定して支援した検証実験、過去

４回にわたる審議、並びに急速に進展するドローンを取り巻く動向等を踏まえ、「中

間とりまとめ」を提示することとしたものである。 

本中間とりまとめでは、適切なビジネスモデルが構築されれば（支援措置の提供

があればとりわけ）、現在の技術開発及び環境整備の状況においてもドローンは過

疎地域等における物流の課題解決の有望な手段となり得るという認識に基づき、ド

ローン物流ビジネスモデルの構築に関する基本的な考え方を整理した。 

具体的には、2018 年度に検証実験を実施した５地域等の経験や課題を共有した上

で、ビジネスモデルをより容易に成立させるための周辺条件に対応した展開や、経

費抑制・収入増加のための基本的な対応手法等を整理した。また、国や地方公共団

体による初期段階の支援及び地方公共団体による地域の課題解決のための継続的

支援の重要性を強調するとともに、内容の具体例を提示した。 

なお、技術開発及び環境整備については、 

①現状及び今後の方向性は主に物流サービス以外の観点から規定されること、 

②官民の関係者を含めた検討の場が別途存在すること、 

等から、本検討会の直接の対象とはしていないが、ドローン物流の事業展開に際

しては、 

①技術水準や環境整備の現状が事業環境を規定すること、 

②官民の関係者による技術開発及び環境整備の推進は結果的に貢献すること、 

との認識に基づき、その重要性を含め、本検討会において関係者で共有したとこ

ろである。 

                                                   
1 過疎地域等におけるドローン物流ビジネスモデル検討会 

http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/seisakutokatsu_freight_tk1_000158.html 
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【資料１－１：荷物を積載したドローン2】 

                                                   
2出典：日本郵便（株）提供 
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２．我が国の物流の現状 

2011 年を境に我が国の人口は減少に転じており、既にトラックドライバーをは

じめとした物流分野における労働力不足が深刻化【資料２－１】しているが、今後更な

る少子高齢化の進展、生産年齢人口の減少に伴い、労働力の確保が困難になって

いくことが見込まれ、また、需要が少ない過疎地域等では、貨物量の減少により

地域内の配送等に支障が生じる可能性がある。 

 

 

【資料２－１：常用労働者の過不足状況3（左）とトラックドライバーが不足してい

ると感じている企業の割合4（右）】 

 

 

また、通信販売の急速な利用拡大やネットを利用した個人間売買の増加に伴っ

て宅配便取扱個数が急増【資料２－２】するなど消費者のライフスタイルは大きく変化

しており、物流に対するニーズも大きく変わり、輸送の小口化・多頻度化による

輸送効率の低下【資料２－３】が進んでいる。 

 

  

                                                   
3出典：厚生労働省「労働力経済動向調査」 
4出典：（公社）全日本トラック協会「トラック運送業界の景況感」 
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【資料２－２：EC市場規模の推移5（左）と宅配便取扱実績の推移6（右）】 

 

 

 

【資料２－３：営業用トラックの積載効率の推移7】 

 

 

                                                   
5出典：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」 
6出典：国土交通省「平成 29 年度宅配便等取扱個数の調査」 
7出典：国土交通省「自動車統計輸送年報」 
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特に、貨物量の少ない過疎地域等では、積載率の低い非効率な輸配送【資料２－４】

や食料品等の日常の買い物が困難な状況に置かれているいわゆる「買い物弱者」

【資料２－５】等の課題があり、環境負荷の少ない持続可能な物流の確保が喫緊の課題

となっている。 

 

 
【資料２－４：宅配サービスにおける過疎地域と都市部の輸送効率の比較（例）8】 

 

 
【資料２－５：全国の高齢者が感じている地域の不便な点9】 

 

また、近年、豪雨や地震等の自然災害により陸上交通が寸断されることも少な

くなく、災害時における物流の機能を維持するため、複数の輸送手段の確保【資料２

－６】も重要である。 

 

 
【資料２－６：災害時に支援物資を配送するドローン（中国）10】 

                                                   
8出典：物流事業者実績を基に国土交通省作成 
9出典：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」 
10出典：楽天（株）提供 
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３．ドローン物流の実現に向けたこれまでの取組等 

（１）ドローンについて 

①ドローンの定義 

ドローンは無人航空機の１つ【資料３－１】であり、航空法において無人航空機は「人

が乗ることができない飛行機、回転翼航空機、滑空機、飛行船であって、遠隔操作

又は自動操縦により飛行させることができるもの」と定義されており、ドローンの

ほかに、ラジコン機、農薬散布用ヘリコプター等が該当する。 

ただし、マルチコプターやラジコン機等であっても、重量（機体本体の重量とバ

ッテリーの重量の合計）200g 未満のものは、無人航空機ではなく「模型航空機」に

分類され、無人航空機の飛行に関するルールは適用されない。 

 

 
【資料３－１：無人航空機の例】 

 

②飛行の禁止区域【資料３－２】 

有人航空機への衝突のおそれや落下時に地上の人等に危害を及ぼすおそれが高

いとして、 

（A）地表又は水面から 150m 以上の高さの空域、 

（B）空港周辺の空域、 

（C）人口集中地区の上空の空域、 

において、屋外（私有地上空含む）で無人航空機を飛行させようとする場合は安

全面の措置を講じた上で国土交通大臣の許可を受ける必要がある11。 

 

 
【資料３－２：飛行の禁止区域】 

                                                   
11無人航空機の飛行の許可が必要となる空域について 

http://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000041.html 
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③飛行の方法 

飛行させる場所に関わらず、無人航空機を飛行させる場合には以下のルールに

従う必要があり、これらのルールによらずに飛行させようとする場合【資料３－３】に

は、安全面の措置を講じた上で国土交通大臣の承認を受ける必要がある。 

１）日中（日出から日没まで）に飛行させること 

２）目視（直接肉眼による）範囲内で無人航空機とその周囲を常時監視して飛

行させること 

３）第三者又は第三者の建物、第三者の車両などの物件との間に距離（30ｍ）

を保って飛行させること 

４）祭礼、縁日など多数の人が集まる催し場所の上空で飛行させないこと 

５）爆発物など危険物を輸送しないこと 

６）無人航空機から物を投下しないこと 

 

 

【資料３－３：承認が必要となる飛行の方法】 

 

（２）政府における主な取組 

①総合的な取組 

１）利活用に向けた取組 

2015 年 11 月５日に開催された第２回未来投資に向けた官民対話において、安

倍内閣総理大臣から「早ければ３年以内にドローンを使った荷物配送を可能とす

ることを目指します。このため、直ちに、利用者と関係府省庁等が制度の具体的

な在り方を協議する「官民協議会」を立ち上げます。」との方針が示され、それ

を受けて 2015 年 12 月７日に「小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」

が設立された。2017 年５月 19 日には「空の産業革命に向けたロードマップ～小

型無人機の安全な利活用のための技術開発と環境整備～」をとりまとめ、その後

もドローン等の小型無人機の安全な利活用のための技術開発と環境整備に向けて

ロードマップの所要の改訂【資料３－４】等が行われている。 

さらに、2018 年９月 14 日には、飛行に関する許可等の申請に関する所要事項

及び許可等を行うための審査基準を定めた「無人航空機の飛行に関する許可・承

認の審査要領」（2015 年国空航第 684 号、国空機第 923 号）（以下、審査要領と

いう）が一部改正され、「目視外補助者無し」飛行の要件が明確化された。 
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【資料３－４：空の産業革命に向けたロードマップ 2019（物流抜粋）】 

 

２）安全確保に向けた取組 

ドローンの落下事案が発生するなどの安全面における課題に対しては、2015 年

12 月 10 日に「航空法の一部を改正する法律」が施行され、ドローン等の無人航

空機の飛行の安全確保の基本的なルールが定められた。また、国政の中枢機能等

及び良好な国際関係の維持並びに公共の安全の確保を図るため、2016 年４月７日

に「小型無人機等飛行禁止法」12が施行され、国の重要な施設等、外国公館等及び

原子力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行が禁止された。 

加えて、ドローンを用いたテロ事案等の各国での発生やその脅威の高まりを受

け、2019 年６月 12 日に「小型無人機等飛行禁止法の一部を改正する法律」が施

行され、ラグビーワールドカップ 2019、2020 年東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会の関連施設（会場等・主要空港）及び防衛関係施設の上空での小型無

人機等の飛行が禁止された。また、事故等を未然に防止し、万が一事故等が発生

した場合に迅速に対応するため、2019 年６月 13 日に「航空法の一部を改正する

法律」が成立し、無人航空機の飛行に当たっての遵守事項が追加されるとともに

飛行を行う者等に対する報告徴収・立入検査制度が新設された。 

 

②物流における取組 

１）ドローンポート【資料３－５】及び荷物配送自主ガイドライン 

国土交通省では 2016～2017 年にドローンの目視外飛行における安全な自動離

着陸が可能で、かつ安価に設置できる「物流用ドローンポートシステム」の研究

開発を実施した。 

［物流用ドローンポートシステムの主要な機能］ 

ⅰ）高精度なドローンの自動離着陸支援機能 

ⅱ）ポート周囲のリアルタイム風速・風向予測機能 

ⅲ）ポートへの第三者侵入検知機能 

ⅳ）運航支援機能 

 

                                                   
12国会議事堂、内閣総理大臣官邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子力事業所の周辺地域

の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律 



11 
 

 
【資料３－５：物流用ドローンポートシステムのイメージ】 

 

また、2018 年 9月 14 日に、「審査要領」が一部改正され、目視外補助者無し飛

行の要件が明確化されたことを受けて、物流の効率化や省人化に向け、山間部な

どニーズの見込まれる地域における無人航空機を使用した荷物配送の社会受容性

を高めることを目的として、「審査要領」で定める要件とは別に、民間事業者等

が荷物配送を行うにあたり当面自主的に取り組むべき事項等を「無人航空機によ

る荷物配送を行う際の自主ガイドライン（2018 年 9 月 18 日無人航空機の目視外

及び第三者上空等での飛行に関する検討会物流分科会）」13としてとりまとめた。 

本自主ガイドラインは、航空法第 132 条の許可を必要としない空域での目視外

飛行による荷物配送を対象とし、「安全な荷物配送を行うために取り組むべき事

項」と「社会的信頼性を高めるために取り組むことが推奨される事項」で構成さ

れる。 

 

［安全な荷物配送を行うために取り組むべき事項の例］ 

ⅰ）不用意に荷物が落下しない機構であること。 

（例：機体への荷物の確実な固定等） 

ⅱ）安全な飛行を損なうおそれのある荷物を配送しないこと。 

（例：強い磁力を発する荷物、無人航空機の重心を著しく偏らせる荷物等） 

ⅲ）不用意に荷物が落下した場合を想定し、落下した荷物による第三者及び物件

への損害を軽減する梱包方法を採ること。 

（例：鋭利な突起物のない荷姿であること等） 

ⅳ）落下した機体・荷物による損害への賠償資力を予め備えること。 

（例：保険の加入等） 

 

 
                                                   
13無人航空機による荷物配送を行う際の自主ガイドライン 

http://www.mlit.go.jp/common/001254372.pdf 
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［社会的信頼性を高めるために取り組むことが推奨される事項の例］ 

ⅰ）不用意に荷物が落下した場合を想定し、必要に応じて落下した荷物の損害を

軽減する梱包方法を採ること。（例：荷物の内容に応じた緩衝材の使用等） 

ⅱ）機体の飛行経路、飛行可能時間、着陸予定場所及びその使用スケジュール等

の情報について、離着陸場所を共有する関係者との共有に努めること。 

ⅲ）急な降雨等から荷物を防護する措置を講じること。（例：防水カバー等） 

ⅳ）飛行空域周辺の環境に応じた飛行時間帯の制限や騒音対策を行うこと。 

ⅴ）荷物の滅失・損害への賠償資力を予め備えること。（例：保険の加入等） 

 

２）検証実験 

2018 年度は、環境省と連携し、山間部等の過疎地域等において積載率の低い非効

率な輸送が行われている等といった物流の課題解決に向け、ドローン等の小型無人

機を使用した荷物配送の CO2 排出量削減効果及び費用対効果等について検証する

「過疎地域等における小型無人機を使用した配送実用化推進事業」14を実施した。 

本事業では、公募によって選定した全国５地域（長野県白馬村、福島県南相馬市・

浪江町、福岡県福岡市、岡山県和気町及び埼玉県秩父市）【資料３－６】において、民

間事業者を代表事業者とし、当該地域の地方公共団体等も含めて構成される協議会

を実施主体とする検証実験により必要なデータ等を取得し、CO2 排出量削減効果及

び費用対効果等を評価するとともに、ドローン等の小型無人機を活用した荷物配送

の課題等を整理した。 

ⅰ）長野県白馬村（2018 年 10 月 22 日～23 日） 

現状ヘリコプターで実施している山荘への食料等の配送をドローンで実施する

ための検証実験（片道１km（高低差 350m）を５分で飛行）を目視外補助者有り飛

行により実施した。 

ⅱ）福島県南相馬市・浪江町（2018 年 11 月５日～６日） 

現状自動車で実施している郵便局間の荷物配送をドローンで実施するための検

証実験（片道９kmを 15 分で飛行）を「審査要領」に基づき我が国で初めてとなる

目視外補助者無し飛行により実施した。 

ⅲ）福岡県福岡市（2018 年 11 月 20 日～21 日） 

現状船舶で実施している離島への生活品等の配送をドローンで実施するための

検証実験（片道５km を 10 分で飛行）を目視外補助者有り飛行により実施した。 

ⅳ）岡山県和気町（2018 年 12 月１日～15日） 

現状自動車で実施している集落への生活品等の配送をドローンで実施するため

の検証実験（片道 10km を 15 分で飛行）を目視外補助者有り飛行により実施した。 

ⅴ）埼玉県秩父市（2019 年１月 15日～25 日） 

送電設備上空を空の道として利用した「ドローンハイウェイ」の活用に向けた
                                                   
14「過疎地域等における小型無人機を使用した配送実用化推進事業」報告書 

http://www.mlit.go.jp/common/001289661.pdf 
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検証実験（片道３km を 10 分で飛行）を目視外補助者無し飛行により実施した。 

なお、各検証実験の詳細は P29～33 を参照されたい。 

 

 

【資料３－６：各地域における検証実験の概要】 

 

（３）地方公共団体・民間事業者等における主な取組 

ⅰ）千葉県千葉市 

東京湾臨海部の物流倉庫から、海上や河川の上空を飛行し、幕張新都心内の高

層マンションまで配送する構想を掲げており、東京圏国家戦略特別区域会議の下

に千葉市ドローン宅配等分科会を設置し検討を進めるとともに実証実験を重ねて

いる。 

ⅱ）長野県伊那市 

内閣府の地方創生推進交付金を活用し、中心市街地と中山間地域を結節した物

流の仕組みづくりである「アクア・スカイウェイ構築事業」と中山間地域におけ

る荷物配送の仕組みづくりである「空飛ぶデリバリーサービス事業」の２つの取

組を進めている。また、高齢者が日頃から使い慣れたテレビのリモコンを使った

商品購入スキームの構築を進めている。［取組の詳細は P34（長野県伊那市提供資

料）参照］ 

ⅲ）広島県神石高原町 

総務省の過疎地域等自立活性化推進交付金を活用し、2019 年度に、大学や高校、

民間事業者等と連携して、ドローンを活用した配食サービスや買い物支援、農産

物の軒先集荷等の実施に向けた実証実験を行うとともに、ドローンの地域管制シ

ステムを構築することを予定している。また、ドローンを操作する人材の育成も

併せて図ることとしている。 

ⅳ）長崎県五島市 

内閣府の地方創生推進交付金を活用し、二次離島住民の利便性の向上を図るこ

とを目的に、平時及び緊急時における荷物配送を人の介入を最小限に抑えて実施

可能な仕組みの構築に取り組んでおり、2018 年度は奈留島－前島間の離島間にお

いて、目視外補助者有り飛行により模擬薬と食料品の配送に係る実証実験を実施

した。 
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ⅴ）大分県 

佐伯市において現状自動車で実施している高齢者等のいわゆる「買い物弱者」

に対する支援として実施している宅配事業の全部又は一部のドローンでの代替に

向けた実証事業（片道３km を 10 分で飛行）を目視外補助者無し飛行により 2019

年２月７日～２月 28日に実施した。［取組の詳細は P35（大分県提供資料）参照］ 

ⅵ）楽天（株） 

千葉県御宿町のゴルフ場において 2016 年５月９日～６月 10 日に実施したデリ

バリーサービスを皮切りに、これまで約 10市町村において日用品・緊急物資の配

送サービス・実験等に取り組んでいる。最近では、2019 年７月４日から約３ヶ月

間、神奈川県横須賀市において、離島のバーベキュー場への日用品・食料品等の

ドローン配送を予定している。 

ⅶ）日本郵便（株） 

福島県南相馬市と同県浪江町の郵便局間において、検証実験の成果等を踏まえ、

2018 年度は、11月７日以降の毎月第２・３週の火曜日～木曜日に１日最大２回、

業務用書類やパンフレット等の輸配送を実施した。加えて、福島県事業として個

宅配送を模した実証実験を１月に実施した。2019 年度は、個宅配送の実用化に向

けた実験を継続するとともに、山間地において個宅配送の試行を計画している。 

ⅷ）ANA ホールディングス（株）・（株）自律制御システム研究所 

福岡県福岡市において、検証実験の成果等を踏まえ、2019 年５月 14 日～16 日

に検証実験と同じ区間で我が国で初めてとなる海上における目視外補助者無し飛

行による検証実験を実施した。 
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４．ビジネスモデルの考え方 

（１）地域社会の基本的条件 

ドローン物流の商業サービス実現に当たっては、事業採算性及び技術的実現性を

考慮した上で、地域の基本的条件を踏まえたビジネスモデルの構築が必要であり、

その際の基本的な考え方は以下のとおり。 

 

①人口分布、輸配送地点の位置関係、電気通信サービス等公共サービスの提供状

況を踏まえたビジネスモデルの構築 

・集落、商店街、公民館等の公共施設等の位置、電気通信サービス等公共サービ

スの提供状況を踏まえた輸配送ルートの検討が重要 

②地理的・自然的条件の考慮 

・海上における突風、谷底における電波減衰等の地理的要因によるドローンの

飛行への影響の把握が重要 

・天候等によるドローンの稼働率への影響の把握が重要 

・送電線や河川等の上空をドローンの空の道とするいわゆる「ドローンハイウ

ェイ構想」も有効 

③ドローンに対する社会受容性の醸成（保険への加入含む） 

・地元住民等の理解を得るための地方公共団体による主体的な取組が重要 

・機体に関するリスクと第三者への賠償責任に関するリスクを補償する事業者

向けドローン保険への加入が重要。なお、運送業者貨物賠償責任をオプショ

ン特約として整備している会社も存在 

 

（２）経費抑制 

ドローン物流の商業サービス実現に当たっては、経費抑制による既存物流の赤字

の大幅な縮小を含めた採算性の高いビジネスモデルの構築が不可欠であり、その際

の基本的な考え方は以下のとおり。 

 

①ドローン物流事業全体における極力少人数による実施体制の構築 

・操縦・監視・地上対応等の飛行に係る直接的作業については、目視外補助者無

し飛行による省人化が重要。また、点検必要箇所が少なく設計されたドロー

ンの活用も有効 

・受発注・受領確認・決済等の飛行以外の作業については、アプリ・通信サービ

ス（ケーブルテレビ等）【資料４－１及び資料４－２】・荷物収納機能を持つ電子鍵付

きのドローンポート【資料４－３】の活用による受発注・受領確認・決済の省人化

が重要 
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【資料４－１：ケーブルテレビでの注文フロー（イメージ）15】 

 

 
【資料４－２：ケーブルテレビを活用した注文管理画面16】 

 

 

【資料４－３：荷物収納機能を持つ電子鍵付きのドローンポート17】 

 

 

                                                   
15出典：ジャパンケーブルキャスト（株）提供 
16出典：ジャパンケーブルキャスト（株）提供 
17出典：楽天（株）提供 
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②ドローンの機体や運用システム等の設備投資費用削減 

・ ドローンの共同利用及び共同輸配送等による１社・１回あたりの運航コスト

の削減が重要。なお、ドローンではないが、例えば、ヤマト運輸（株）と日

本郵便（株）は宮崎県西米良村で自動車による共同輸配送【資料４－４】を実施 

 

 
【資料４－４：自動車による共同輸配送の例】 

 

（３）収入増加 

ドローン物流の商業サービス実現に当たっては、収入増加による既存物流の赤字

の大幅な縮小を含めた採算性の高いビジネスモデルの構築が不可欠であり、その際

の基本的な考え方は以下のとおり。 

なお、現状ではドローンの積載能力や航続距離等が限定的なため物流需要が限ら

れているが、技術開発等の進展により需要が大幅に拡大した場合は収益性が向上す

る可能性がある。 

 

① ドローンの多頻度利用（他用途含む）による収益性向上 

・同一区間における輸配送の多頻度化が重要。加えて、複数区間における輸

配送を実施することにより更なる多頻度化が可能 

・また、観光振興、農林業利用、測量、害獣対策等の物流以外への活用【資料

４－５】による多頻度化も効果的。なお、他用途への活用に当たっては企業同

士の連携によるドローン利活用体制の構築が必要 

 

 
【資料４－５：ドローンの他用途利用のイメージ18】 

                                                   
18出典：長野県伊那市提供 
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② ドローン物流に適した貨物の選定（需要開拓を含む） 

・ドローンの速達性を活かした少量高付加価値商品（新鮮な海産物等）の選

定に加え、新たな価値（山小屋での新鮮な岩魚等の提供等）の創出が有効 
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５．支援措置の考え方 

ドローン物流の商業化に際しては、量産・習熟効果が出るまでの初期段階は支援

が必要である。また、地域の課題解決に活用する地方公共団体が継続的な支援を実

施すれば非常に有用と考えられる。さらに、地方自治体による支援に対し国が支援

することも有用である。その際の基本的な考え方は以下のとおり。 

なお、前述のとおり、一部の地方公共団体では地方創生推進交付金や過疎地域等

自立活性化推進交付金を活用している例も存在する。 

 

① 機体等の購入・所有等に対する支援措置 

・ ドローン導入により物流の低炭素化や効率化が実現するものの、既存物流に

比して高額な初期投資や人員確保が導入障壁となるため、ドローン物流を促

進するためには量産・習熟効果による低廉化実現まで支援することが必要 

・ ドローンは買い物支援、観光振興、農林業利用、河川管理、害獣対策、災害

時の緊急物資輸送等地域課題の解決の有望な手段となる可能性 

⇒国や地方公共団体による機体・付帯設備（ドローンポート・気象観測装置等）・

ドローン物流システムの購入及び改修に対する補助制度（地方公共団体が補

助する場合は国による支援を行う場合を含む）が効果的。また、地元公共団体

等が機体等を取得・所有した上で日常の運航・維持管理等を民間事業者に委

託するというスキームも可能 

② 運航に対する支援措置 

・ ドローン導入により住民等に対するサービス水準が向上する場合や地方公

共団体が買い物支援等に要する費用が低減する場合は、継続的に運航経費を

支援する一定の意義あり 

⇒地方公共団体による地域の課題解決に貢献する運航の経費に対する補助制度

（国による支援を行う場合を含む）が効果的 
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６．その他関連状況（技術開発及び環境整備に対する期待） 

前述のとおり、技術開発及び環境整備については本検討会の直接の対象とはして

いないが、官民の関係者による技術開発及び安全確保を前提とした上での環境整備

が結果としてドローン物流の事業展開を更に推進することを期待する。具体的に技

術開発及び環境整備に期待することは以下のとおり。 

なお、一般的には技術開発は環境整備と、環境整備は技術開発及び社会受容性と、

密接な関係（一方の進展は他方の活動を促進）にあることに留意したうえで技術開

発及び環境整備が進められることを望む。 

 

（１）技術開発に対する期待 

①飛行性能自体の向上による輸配送効率の抜本的改善 

・最大積載重量や航続距離・時間の向上 

②ドローンの多頻度利用による収益性向上 

・信頼性（堅牢性、耐久性を含む）の向上 

③ドローン物流全体における省人化（安全性向上等）によるコスト削減 

・目視を代替する機能（機体状態や周辺環境の把握と対応、電波の利用技術等）

の実現 

・遠隔からの機体識別と飛行位置情報把握（国際標準化・国内規格化含む） 

・墜落時の被害局限をはじめとした飛行時の危害軽減技術の向上に加え、点検

必要箇所が少ないドローンの開発及び機体点検の自動化 

・ドローンや有人機との衝突防止に要する UTMS(運航管理システム)開発・国際

標準化や飛行情報共有 

 

（２）環境整備に対する期待 

①環境整備にあたり不可欠の前提である安全の確保 

・環境整備の検討と並行した民間事業者等による安全性を担保する技術提案 

②輸配送効率の向上・多頻度利用・省人化等に寄与しうる環境整備 

・「小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」及び「無人航空機の目視外

及び第三者上空等での飛行に関する検討会」等における技術開発の進展・ド

ローン物流の検証実績・社会受容性を考慮した、機体の安全性確保（認証制度

等）、操縦者・運航管理者の技能確保、運航管理に関するルール及び所有者情

報把握（機体の登録・識別）等の総合的な検討 
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７．おわりに 

本中間とりまとめは、ドローン物流の商業サービス実現に向けて、国土交通省が

2018 年度に全国５地域を選定して支援した検証実験の結果等を踏まえ、過去４回行

われた本検討会における意見等をとりまとめたものである。 

各地域において、ドローン物流に既に取り組まれている方々やこれから取り組ま

れる方々が本中間とりまとめを今後の取組の参考とすることにより、ドローン物流

の展開がより一層進むことを願ってやまない。 

なお、本中間とりまとめは国土交通省のホームページ19でダウンロードが可能で

あるため、関係者への幅広い周知をお願いする。 

  

                                                   
19http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/seisakutokatsu_tk_000024.html 
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過疎地域等におけるドローン物流ビジネスモデル検討会 構成員名簿 
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根本 敏則 一橋大学 名誉教授 ［座長］ 
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向井 秀明 楽天株式会社 ドローン・UGV 事業部 ジェネラルマネージャー 

青木 実 株式会社ファミリーマート 営業本部 

執行役員・営業本部長補佐兼営業推進部長 

 

【地方公共団体】 

山田 省吾 埼玉県秩父市 産業観光部企業支援センター 所長 
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過疎地域等におけるドローン物流ビジネスモデル検討会 開催経緯 

 

第１回：平成３１年３月７日 

    ○過疎地域等におけるドローン物流ビジネスモデル検討会設立趣旨 

    ○物流の現状とドローン物流の主な取組 

    ○各社の取組等 

     ・（株）Ｍｏｕｎｔ Ｌｉｂｒａ 

     ・日本郵便（株） 

     ・エアロセンス（株） 

     ・楽天（株） 

 

第２回：平成３１年４月２２日 

    ○各社の取組等 

     ・(株）ファミリーマート 

     ・ＡＮＡホールディングス(株） 

     ・ヤマトホールディングス(株) 

     ・(株)自律制御システム研究所 

     ・埼玉県秩父市 

     ・(株)三菱総合研究所 

    ○ドローン物流ビジネスモデルの構築及び支援方策に係る検討 

 

第３回：令和元年５月２７日 

    ○各社の取組等 

     ・大分県 

     ・長野県伊那市 

     ・三井住友海上火災保険(株) 

     ・Terra Drone(株) 

     ・ブルーイノベーション(株) 

    ○ドローン物流ビジネスモデルの構築及び支援方策に係る検討 

 

第４回：令和元年６月 27日 

    ○各社の取組等 

     ・東京都 

     ・ＡＮＡホールディングス(株） 

     ・(株)プロドローン 

・水管理・国土保全局 

    ○中間とりまとめ（案） 
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空の産業革命に向けたロードマップ 2019 
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2018 年度に実施した検証実験の概要 

①長野県白馬村 
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②福島県南相馬市・浪江町 
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③福岡県福岡市 
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④岡山県和気町 
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⑤埼玉県秩父市 
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地方公共団体・民間事業者等における取組の概要 

①長野県伊那市 
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②大分県佐伯市 
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政府におけるドローン物流の主な位置付け 
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